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研修と普及をつなぐ ＜その 2＞

普及ニーズの明確化と普及活動に役立つ研修の

実施～JICA 筑波における事例から 

 

国際耕種では、2005 年から集団研修「野菜栽培技術

II」コースを5年間実施し、2010年から集団研修「小農支援

野菜栽培技術」コースを担当している。研修事業の活動項

目にアクションプランが追加され中核人材育成型から人材

育成普及型の研修コースに変化するなか、普及指導を効

率化するために普及指導活動計画の策定が求められてき

ている。今回は、こうした最近の動きをふまえ、JICA 筑波で

実施している本邦研修と帰国後の研修員の現場を “つな

ぐ”ためのさまざまな手順や工夫について紹介したい。 

 

研修員は来日前に作成したインセプションレポート（初

期計画書）で提起された課題・問題点を念頭に講義で学

び、個別実験や共通実験・実習で理論を体得し、実例を

見学・研修旅行で確認する。インセプションレポートの段階

では不明瞭だった問題の輪郭が問題分析の講義やワーク

ショップ、そして研修指導者との個別面接を経て次第に明

確になり、各研修員の個別実験課題が決定する。個別実

験がはじまるとフィールドディ、中間発表会、結果検討会を

実施してアクションプランへの道標としている。実験・実習

の結果は、テクニカルレポート（技術報告書）にまとめ、担

当業務改善のためのアクションプラン（活動計画書）を作

成する。個別実験の過程で知りえた情報・知識や技術、当

コースから学んだ事項を反映しているかどうか。そして、帰

国後実際に現地で適用可能なものかを念入りに確認しな

がらアクションプラン案を作成していく。こうした修正を加え

ることで、帰国直前のアクションプラン案発表では各自の

日常業務で実施可能な活動に絞り込まれている。新規導

入技術の評価試験などのアクションプラン案では現地に適

応した材料や手法で評価するので 3 年間ほどの再現実験

計画が必要である。研修員の業務上の性格から、アクショ

ンプラン案が圃場で農家を取り込んだ栽培試験（on farm 

experiment）になることがおおい。実験計画で重要な「要因

とレベル」については、現地の自然環境、資材調達、社会

状況などの諸条件を充分考慮して作成しなければいけな

い。できあがったアクションプラン案は 11 月の帰国後各研

修員の所属組織内において共有されることを目指してい

る。 

 

このように、研修と現場をつなぐ工夫の一環として、研修

員自身が職務内で実践できる活動項目を落とし込んだア

クションプラン案作成の改善にわれわれは主として取り組

んできた。今年はさらに研修員により深い理解をうながす

にため、インセプションレポート発表において帰国時にどの

様な活動をしたいのか披露させ、研修期間中に再確認を

仕向けようとおもう。毎週提出させているWeekly evaluation 

sheet（様式）に研修中に知りえた「帰国後の現場に適用・

応用できそうな項目」をくわえ、毎月それをとりまとめて各研

修員へフィードバックすることで、アクションプランの内容を

充実させていきたい。 

 

 また、上述のような普及指導活動の計画化の工夫に

加えて、フィールドディの活動についてもさらに改善を施し

たいとおもっている。今までフィールドディは実験の途中経

過発表程度のものでしかなかったが、研修員が普及指導

に必要な内容や情報を的確かつ効率的に伝達する普及

指導手段の演習の場として明確に位置づけたいと考えて

いる。そうすることでより現地での実践の場面を意識した研

修になることを期待している。 

 

時 期 概 要とねらい

来日～

2月下旬

活動地域の野菜栽培に関する自然環境・主
要野菜・作型・販売等の現状。小規模農家
の抱える野菜栽培に関する問題と原因。研
修員自身・所属組織の課題。

3月上旬

インセプションレポートを基にした問題分
析と目的分析。中心問題にかかる直接原因
とその対応策案。この対応策が研修後半に
作成するアクションプランのActivity。日本
の有用技術の自国への応用検討。

解決技術の検討 3月上旬
個別実験課題についての指導者・外部講師
など研修関係者の知見の活用。適切な課題
の選択。

実験計画作成、
実験の実施

3月下旬～
4月上旬

実現可能なアクションプランの技術的裏づ
けとなる実験課題･目的･材料･手法。発表を
基に研修指導者・研修指導員の助言の活
用。

フィールドディ 6月下旬
選択課題の個別実験の進捗状況を発表し、
研修員全員の理解と技術的気付きを促す。

実験結果検討会 9月中旬
結果から因果関係の理解を研修員全員で検
討し情報を共有。帰国後に実験の再評価を
おこなう時の材料や手法の検討。

実験結果発表 10月上旬
内容の理解と帰国後の再実験の際に検討す
べき評価指標の確認。

実験レポート作
成

10月中旬～
11月

アクションプランを支える技術的裏付けと
なる内容。

たたき台（案）
作成

9月下旬

自国小規模農家における野菜栽培の課題に
対応した日本の有用技術、技術の普及、研
修当初に考えた対応策、個別実験や見学等
で見聞した事項の検討。日常業務で実践可
能なもの。

たたき台（案）
発表

10月中旬
指導者・外部講師など関係者の活用。具体
性の向上。

本邦アクション
プラン発表

10月下旬
課題として抽出された問題、技術の現地適
応化。実践的で日常業務でできる技術の普
及。

ファイナルレ
ポート

帰国後2ヶ
月以内

アクションプランを所属組織で報告、検
討、修正。

帰国後1年
以内

修正した計画の調査・研究・実験などによ
る技術確立の開始。セミナー、ワーク
ショップなどでの情報伝達。

帰国後3年
以内

通常業務内での実証試験の結果の分析・考
察。技術確立の評価、普及。
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